
2023 年 4 月 26 日 

農林中央金庫

世界銀行の発行するサステナブル・ディベロップメント・ボンドへの投資について

～300 百万豪ドルの投資を通じて、世界銀行と共に開発途上国における生物多様性保全を支援～ 

農林中央金庫（以下「当金庫」）は、世界銀行（正式名称：国際復興開発銀行、International Bank 
for Reconstruction and Development）が発行するサステナブル・ディベロップメント・ボンド（以下「本

債券」）へ総額 300 百万豪ドルの投資を実施しましたのでお知らせいたします。 

本債券は「生物多様性の保全の啓発」を目的に発行されました。国連が提唱する 17 の持続可能な

開発目標（以下「SDGs」）のうち、「⑬気候変動に具体的な対策を」「⑭海の豊かさを守ろう」「⑮陸の豊

かさを守ろう」の達成に貢献し、投資を通じて SDGs 達成へ取り組む重要性を世界銀行とともに世界

へ働きかけていくものとなっています。世界銀行が発行するサステナブル・ディベロップメント・ボンドの

うち生物多様性の保全の啓発を目的とした債券への投資は、本邦投資家のなかで本件が過去最大の

規模となっています。 

昨今、グローバルには、自然資本・生物多様性の喪失を食い止め、回復基調に乗せるための「ネイ

チャーポジティブ」の機運が年々高まっています。世界銀行は、グループ全体で「極度の貧困を撲滅」と

「繁栄の共有を促進」という 2 つの目標達成に向け、環境と社会の両方に配慮した開発プロジェクトや

プログラムを資金面から支えています。これら 2 つの目標を持続可能な形で達成していくためにも、生

物多様性の課題は世界銀行にとっても優先的な取組み事項となっています。

当金庫は、2021 年に「持てるすべてを『いのち』に向けて。～ステークホルダーのみなさまとともに、

農林水産業をはぐくみ、豊かな食とくらしの未来をつくり、持続可能な地球環境に貢献していきます～」

をパーパス（存在意義）として定めました。農林水産業を支える協同組織の一員として、自らのビジネス

が自然資本・生物多様性に立脚したものであるとの認識のもと、これまでも自然関連財務情報開示タ

スクフォース（TNFD）のタスクフォースメンバーとして TNFD が提唱する情報開示枠組みの開発への

貢献や、企業における事業活動のネイチャーポジティブ転換を促進・支援することを目的とした国内金

融グループ 4 社による「Finance Alliance for Nature Positive Solutions（略称：FANPS）」1の発足・参

画などに取り組んで参りました。これらの取り組みに加え、本債券への投資を通じ、世界銀行と農林中

央金庫が共に開発途上国における生物多様性の保全やその重要性を啓発していくことを目指します。

1 2023 年 2 月 28 日に農林中央金庫、株式会社三井住友フィナンシャルグループ、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールデ

ィングス株式会社、および株式会社日本政策投資銀行の金融機関 4 社により発足。

https://www.nochubank.or.jp/news/news_release/2023/finance-alliance-for-nature-positive-solutions.html



 

また、パーパス実現に向けて策定した当金庫の中長期目標では、2030 年度までにサステナブル・フ

ァイナンスの新規実行額を 10 兆円とする目標を掲げており、持続可能な環境・社会や農林水産業に

つながる投融資を実践していくこととしています。当金庫は、目指す姿である「農林水産業と食と地域

のくらしを支えるリーディングバンク」の実現に向けて、今後も様々な環境・社会課題の解決に貢献する

投資に取り組んでまいります。 

 

【本債券の概要】 

発行体 国際復興開発銀行 (長期債務格付：S&P“AAA”、Moody's“Aaa”) 

投資額 総額 300 百万豪ドル (約 267 億円) 

期間 10 年 
 

【参考：プロジェクト事例】  

ブラジルでは、セラード生物群系における統合的景観管理アプローチを採用し、生息地の復元や低

炭素農業に関連する技術支援を通じて 4,000 人の土地所有者や農業生産者の低炭素農業を支援し

ています。 

トルコでは、自然を活かして農村地域の貧困と脆弱性を同時に削減するプロジェクトが行われており、

森林景観の回復・雇用の創出・持続可能な農業のためのトレーニング・灌漑と水供給の改善を実現す

る回復力の高いインフラ構築等を実施しています。 

 
*上記の参考事例については、プロジェクト事例紹介のみを目的としています。本債券で調達された資

金の活用が、上記プロジェクトまたはその分野に限定されるものではありません。 

 

以 上 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

農林中央金庫 コーポレートデザイン部 広報コミュニケーション班（宮澤、水元） 

TEL:03-6362-7172 


